
科 目

(資産の部)

，ZJ:tlz L 動 資 産

現 d斗Jへム 及 び 預 人』ム

受取手形及 び 売 接|、金

販売土地及び建物

未成工事支出金

商 ロロ口 及 び 製 口口口

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 人以ム 資 産

そ 。コ イ也

貸 {自l ヲ| 当 Y以¥ム

固 定 資 産

有 形 固 瓦rムEー， 資 産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

そ 。コ 他

鑑 形 回 定 資 産

借 地 権

そ 。〉 {也

投資その他の資産

投資 有価証券

長 期 貸 付 ノ斗¥ム

繰延税金資産

退職給付に係る資産

そ の 他

貸 倒 ヲ| 当 以人ム

資 産 d口b、 計

i車結貸借対照表
(平成26年3月31日現在)

ノ斗¥ム 額 科 目

(負債の部)

20.775 ，τJまIえL 動 負 債

6，069 支払手形及び買掛金

1，822 短 期 {昔 入 ~ ム

8，756 1年内償還予定の社債

903 未 払 人』ム

138 未 払 Y去 人 税 等

423 未 払 ?自 費 干苑 等

477 繰 延 1品 人』ム 負 債

2，193 未 払 費 用

ム8 預 り f以、ム

賞 与 ヲ| 当 人斗ム

役員賞与引当金

そ の 他

72.762 固 定 負 債

66，276 ネ土 債

17，216 長 期 1卦日二 入 f斗、ム

4，891 1桑 延 税 11へム 負 債

43，093 再評価に係る繰延税金負債

1，075 退職給付に係る負債

204 そ 。〕 他

45 

159 負 債 d口~ 言十

6，280 (純資産の部)

3，795 株 主 資 本

14 長r欠ミL 本 人以ム

318 資 本 剰 ノメi士、、 ~ ム

1，621 手Ij 』すHでa 剰 ノ#;、、、 /斗¥ム

594 自 己 株 式

ム63 その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

土地再評価差額金

退職給付に係る調整累計額

少数株主持分

純 資 産 dEbヨ、 計

93.537 負 債 純 資 産 合 計

(単位:百万円)

，斗Jへム 額

25.847 

1，545 

13，927 

488 

2，665 

452 

217 

2 

782 

1，264 

1，092 

17 

3，393 

31，791 

796 

12，099 

892 

11，623 

1，275 

5，103 

57.638 

12.702 

2，335 

1，972 

8，485 

ム91

22，411 

1，051 

20，920 

440 

784 

35.898 

93.537 



i車結損裕計筆書
(平成25年4月1日から平成26年3月31日まで)

(単位:百万円)

科 目 人斗 ム 額

ー邑且. 業 収 益 39，717 

営 業 費

運輸業等営業費及び売上原価 30，892 

販売費及び 一 般管理費 7，992 38，884 

戸邑~ 業 手リ 益 832 

営 業 外 収 益

J戸〈Zー 取 手Ij ，息 1 

ム戸〈乙一
取 画己 当 人』ム 82 

持分法による投資利益 17 

ム戸〈乙ー 言毛 工 事 収 入 239 

そ の イ也 70 411 

営 業 外 費 用

支 払 手Ij 息 358 

戸V3EZ、， 託 工 事 費 用 239 

そ 。コ 他 46 645 

経 戸吊Lι 手IJ 益 598 

特 見IJ 手IJ 益

固 定 資産売却益 6 

工事負担金等受入額 2，302 

そ σコ 他 61 2，370 

特 見IJ 損 失

固 定資産売却損 。
固 定 資 産除却損 48 

固 定 資産圧縮損 818 

減 損 損 失 21 888 

税金等調整前当期純利益 2，081 

法人税、住民税及び事業税 616 

法人税等調整額 ム 55 561 

少数株主損益調整前当期純利益 1，520 

少 数 株 王 手Ij Aナ七lL. 84 

当 期 純 手IJ 益 1.435 



当期首残高

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

土地再評価差額金の取崩

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計

当期末残高

当期首残高

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

自己株式の取得

土地再評価差額金の取崩

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計

当期末残高

i車結株ヰ コ資本等変動計算書

(平成25年4月1日から平成26年3月31日まで)

株主資本

資本 利益 自己

資本金 剰余金 剰余金 株式

2，335 1，972 7，150 ム90

ム 212

1，435 

ム0

111 

1，334 ム0

2，335 1，972 8，485 ム91

その他の包括利益累計額

その他 土地 退職給付 その他の包括

有価証券 再評価 に係る 利益累計額

評価差額金 差額金 調整累計額 合計

1，079 21，031 22，111 

ム 28 ム 111 440 300 

ム28 ム 111 440 300 

1，051 20，920 440 22，411 

(単位:百万円)

株主

資本

合計

11，368 

ム 212

1，435 

ム0

111 

1，333 

12，702 

少数株主 純資産

持分 合計

720 34，199 

ム 212

1，435 

ム0

111 

64 365 

64 1，698 

784 35，898 



連結注記表

1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

( 1 )連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 14社

主要な連結子会社の名称

(槻広電ストア、広電建設(閥、広電観光側、備北交通(閥、(株)広電宮島ガーデン、宮島松大汽

船(株)、(株)ヒロデンプラザ、(株)グリーンパーズ ・ヒロデン、株)ホテルニューヒロデン、広電興

産(閥、エイチ ・ディ ー西広島(閥、広島観光開発側、体)交通会館、芸陽パス附

当社の連結子会社でありました広電不動産(株)は、平成25年 4月 1日付で当社が吸収合併したこ

とにより連結の範囲から除外しております。

広電観光(株)は、平成26年 4月 1日付で、広電エアサポート(槻に商号変更しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

(有)やまとタクシ一、広島観光汽船(株)、(有)広電商事

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、その総資産、営業収益、当期純損益及び利益剰余金等からみて、いずれ

も小規模会社で、あり、かつ、全体として連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、

連結の範囲から除外しております。

( 2 )持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社の数 2社

主要な会社等の名称

大亜工業(株)、ひろでん中国新聞旅行(株)

持分法非適用会社について持分法を適用しない理由

持分法を適用していない非連結子会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり 、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しておりま

す。

( 3 )連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日と連結決算日は一致しております。

(4 )会計処理基準に関する事項

(1)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの 決算末日の市場価格等にもとづく時価法(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

時価のないもの 移動平均法にもとづく原価法

②たな卸資産

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

販売土地及び建物 個別法

商 品売価還元法

貯 蔵 品 移動平均法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く)

原則として定率法を採用しております。ただし、ゴルフ場施設と平成 10年 4月 1日以降に

取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法を採用しております。また、鉄軌道

事業固定資産の構築物のうち取替資産については取替法を採用しております。

②無形固定資産(リ ース資産を除く)

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内におけ

る利用可能期間 (5年)にもとづく定額法によっております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。



(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金

諸債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討した貸倒見積額を計上

しております。

②賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。

③役員賞与引当金

役員に支給する賞与に充てるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上して

おります。

(4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

①重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高の計上基準

当連結会計年度に着手した工事契約から当連結会計年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

②重要な繰延資産の処理方法

社債発行費は支出時に全額費用処理しております。

③ヘッジ会計の処理

金利スワップについては特例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用しており

ます。

④退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見

込額にもとづき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。

会計基準変更時差異については、当社保有株式による退職給付信託を設定し、残額を主

として 15年による按分額で費用処理しております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(11

年)による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(11年)による按分額を、それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及び会計基準変更時差異の未処理額につ

いては、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係

る調整累計額に計上しております。

⑤工事負担金等の会計処理方法

工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額して

計上しております。

なお、連結損益計算書においては、工事負担金等受入額を「工事負担金等受入額」とし

て特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を「固定資産圧

縮損Jとして特別損失に計上しております。

⑥消費税等の会計処理

税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税等は、発生連結会計年度の期間費

用としております。

⑦のれんの償却方法及び償却期間

5年間で均等償却しております。

( 5 )会計方針の変更

「退職給付に関する会計基準J(企業会計基準第26号 平成24年 5月17日。以下「退職給付会

計基準Jとしづ。)及び「退職給付会計に関する会計基準の適用指針J(企業会計基準適用指針

第25号 平成24年 5月17日。以下「退職給付適用指針」としづ。)を、当連結会計年度末より適



用し(ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定

めを除く 。)、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上す

る方法に変更し、未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用及び会計基準変更時差異の未

処理額を退職給付に係る負債に計上いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに

従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の

退職給付に係る調整累計額に加減しております。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産が1，621百万円、退職給付に係る

負債が1，275百万円計上されております。また、その他の包括利益累計額が440百万円増加して

おります。

2.連結貸借対照表に関する注記

( 1 )記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

( 2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1)担保に供している資産

現金及び預金 23 百万円

原材料及び貯蔵品 178 

建物及び構築物 10， 709 

機械装置及び運搬具 2，445 

土地 23，962 

その他 157 

投資有価証券 l，476 

計 38，952

(2) 担保に係る債務

短期借入金 400 百万円

社債 378 

長期借入金 13，263 

( 1年内返済予定額を含む)

言十 14，041 

( 3 )有形固定資産の減価償却累計額 50，613 百万円

(4 )債務保証

連結子会社以外の会社の代理屈契約にもとづく債務保証を行っております。

ひろでん中国新聞旅行株~ 31 百万円

( 5 )土地の再評価

当社において、土地の再評価に関する法律(平成 10年 3月 31日公布法律第 34号)及び土

地の再評価に関する法律の一部を改正する法律(平成 13年 3月 31日改正)にもとづき、事

業用土地の再評価を行っております。

-再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令(平成 10年 3月 31日公布

政令第 119号)第 2条第 3号に定める固定資産税評価額に合

理的な調整を行って算定する方法にもとづいて算定してお

り、再評価差額のうち税効果相当額を固定負債の部に「再評

価に係る繰延税金負債」として、その他の金額を純資産の部

に「土地再評価差額金」として計上しております。

-再評価を行った年月日 平成 13年 3月 31日

3. 連結損益計算書に関する注記

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

4. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

( 1 )記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

( 2) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 60，891，000 株



( 3 )配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議

平成25年 6月27日

定時株主総会

株式の種類

普通株式

配当金の総額

(百万円)

212 

1株当たり

配当額(円)

3. 50 

基準日 効力発生日

平成25年 3月31日|平成25年 6月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力が翌連結会計年度となるもの

平成26年 6月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次の

とおり提案しております。

①配当金の総額

②配当の原資

③ 1株当たり配当額

④基準日

⑤効力発生日

5.金融商品に関する注記

( 1 )金融商品の状況に関する事項

212百万円

利益剰余金

3円 50銭

平成 26年 3月 31日

平成 26年 6月 30日

当社及び連結子会社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入等により資金を調達しております。借入金の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資

資金(長期)であります。デリバティブは、一部の長期借入金の金利水準の変動によるリスクを

ヘッジするため、金利スワップ取引を利用しており、投機目的では利用しない方針であります。

受取手形及び売掛金に係る取引先の信用リスクは、各事業部門において、取引先ごとに期日及

び残高を管理し、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握を図っております。また、投資有

価証券は主として株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。

( 2 )金融商品の時価等に関する事項

平成 26年 3月 31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

(単位 :百万円)

連結貸借対照表
日制|面 差額

計上額

(1)現金及び預金 6， 069 6， 069 

(2)受取手形及び売掛金 1. 822 1，822 

(3)投資有価証券

その他有価証券 3， 280 3， 280 

資産計 11， 172 11， 172 

(4)支払手形及び買掛金 1，545 1，545 

(5)短期借入金 9， 147 9. 147 

(6)長期借入金 16， 879 16， 904 24 

(7)社債 1， 284 1，285 

負債計 28，856 28，882 26 

(8)デリパティブ取引

(注) 1.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリパティブ取引に関する事項

(1)現金及び預金、並びに (2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該|帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(4)支払手形及び買掛金、並びに (5)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(6)長期借入金及び(7)社債

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で害IJり引し 1て算定する方法によっております。変動金利による長期



借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており(下記(8)参照)、当該金利

スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に

適用される合理的に見積もられる利率で害IJり引し 1て算定する方法によっており

ます。

(8)デリパティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と

一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記

載しております(上記 (6)参照)。

2.非上場株式(連結貸借対照表計上額 298百万円)、子会社株式及び関連会社株式

(連結貸借対照表計上額 216百万円)は、市場価格がなく、かっ将来キャッシュ・

フローを見積もること等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、 1(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

6.賃貸等不動産に関する注記

( 1 )賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の子会社では、広島県内において、賃貸用のオフィスビル(土地を含む)を有し

ております。なお、賃貸オフィスビ、ルの一部については、当社及び一部の子会社が使用している

ため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。

( 2 )賃貸等不動産の時価等に関する事項

(単位:百万円)

連結貸借対照表計上額 時価

賃貸等不動産 23， 689 25， 785 

賃貸等不動産として使用さ
7， 579 7，706 

れる部分を含む不動産

(注) 1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控

除した金額であります。

2. 時価の算定方法

主要な物件については、「不動産鑑定評価基準Jに基づいて自社で算定した金額

(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)、その他の物件については、一定の

評価額等が適切に市場価格を反映していると考えられるため、当該評価額や連結

貸借対照表計上額をもって時価としております。

7. 1株当たり情報に関する注記

( 1) 1株当たり純資産額

( 2) 1株当たり当期純利益

8. その他の注記

共通支配下の取引等

578円 86銭

23円 67銭

当社は、平成 25年 1月 30日開催の取締役会決議に基づき、当社の 100%子会社である広電不動産

株式会社を平成 25年 4月 1日付で吸収合併しました。

( 1 )企業結合の目的

当社クマルーフ。における当社及び広電不動産株式会社が営む不動産賃貸業について、各々が保

有する賃貸用資産を一括して管理し、営業活動を行うことにより、当該事業の効率的な経営を

実現することを目的として当社に吸収合併しております。

( 2)企業結合の法的形式

当社を存続会社 広電不動産株式会社を消滅会社とする吸収合併

( 3 )結合後企業の名称

広島電鉄株式会社

(4 )実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準J(企業会計基準第 21号 平成 20年 12月 26日)及び「企業結

合会計基準及ひ、事業分離等会計基準に関する適用指針J(企業会計基準適用指針第 10号 平成

20年 12月 26日)に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。


